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(1) 目的：要介護状態における高齢者の住まい方は大

きく分けて，在宅（自宅），サービス付き高齢者向け

住宅，施設サービスの3つがある．都市部を中心に，

急激な単身高齢者及び高齢者夫婦のみの世帯の

増加が見込まれる中，重度の高齢者が在宅生活を

続けることのできる仕組みを構築することは，

「Aging in place」の観点から望ましいとともに，施設

への移行を極力少なくすることは，介護保険財政

の持続性を向上させることにも寄与するものと考え

られる．千葉県柏市をフィールドに，GIS を用いて

地図上で介護保険サービスの利用と供給の状況を

検証しながら「24 時間在宅ケア」のサービスの合理

的なあり方を考察することを目的とする． 

(2) アプローチ：まず，以下 2 タイプのサービス形態の

先導的ともいえる各事業者の実態把握を行った． 

①小規模多機能型居宅介護からのアプローチ（社

会福祉法人長岡福祉協会） 

②短時間巡回訪問介護サービスからのアプローチ

（株式会社新生メディカル） 

次に，柏市の介護保険給付実績のデータ分析から，

サービスの提供サイド，利用サイドの双方における

実態分析を行い，先行事例における利用のされ方

と柏市の実態を比較しながら，「24 時間在宅ケア」

システム展開への諸条件を確認した． 

(3) 意義：GIS を活用して利用者圏域マップとして可視

化しつつ，介護保険給付データなどの既存統計デ

ータ等を活用することで，中重度者に着目して圏

域内の 24 時間在宅ケアの需要と 24 時間在宅ケア

事業所配置形態のあり方のパターンを，モデル圏

域を設定して検証する． 

(4) 結果： 

・ サービス立地のばらつきの観点では，訪問系サー

ビスを日常生活圏域で賄えるところはゼロのところ

が多くあり，訪問・通所いずれのサービスにおいて

も越境していた．事業者にとってそれは通常で，市

場原理に基づく行為と考えられる．  

・ 世帯構成でサービスの利用状況をみると，要介護

者以外の同居家族がいる場合，利用の中心は通

所・短期入所で，訪問はあまり利用されていないが，

要介護度が高くなるにつれ，訪問の利用は増加す

る傾向があった．今後は核家族化の進行・高齢者

のみ世帯の増加が予想されるが，その中で在宅生

活を支えていくには訪問のサービスニーズへの対

応が必須であると考えられる． 

・ サービス供給側をみると，居宅介護支援事業書の

母体法人が施設の設置主体であれば通所，短期

入所に，主体でなければ訪問に傾斜する傾向が窺

え，事業者側の事情がケアプラン作成に影響を与

えており，母体法人の施設設置有無と提供サービ

ス内容の傾斜傾向に関連があると考えられる． 

(5) 今後の展開：今回明らかになった傾向等を踏まえ

ながら，不合理な状況を政策的に解消できるような

手法を行政と恊働しながら，議論していく．その際

の視点は以下の三点である． 

(i) 日常生活圏域での中長期的展望を踏まえた高

齢者生活ニーズの悉皆調査の手法確立 

(ii) (i)に基づく，日常生活圏域単位の在宅サービス

ガイドラインのモデル構築 

(iii) (i) (ii)を運用する保険者としての行政の権限や

体制のあり方 

 

図 1：柏市における居宅利用者と事業所の日常生活圏域毎の分布（左）及びその地図表示例（豊四季台）（右） 


